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諮問庁：国土交通大臣 

諮問日：令和８年３月１６日（令和８年（行情）諮問第３４９号） 

答申日：令和８年９月２日（令和８年度（行情）答申第４９７号） 

事件名：特定法人の特定従業員の不正行為に関して受領した報告文書等の不開

示決定（存否応答拒否）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる各文書（以下、順に「本件対象文書１」ないし「本件対象

文書３」といい、併せて「本件対象文書」という。）につき、その存否を

明らかにしないで開示請求を拒否した決定は、妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し、令和７年１１月２０日付け国近整総情

第２９７２号により近畿地方整備局長（以下「処分庁」という。）が行っ

た不開示決定（以下「原処分」という。）について、その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人が主張する審査請求の理由は、審査請求書の記載によると、

以下のとおりである。 

不開示とした文書の開示を求める。 

【理由】 

不開示とした条項・条文の詳細 

不開示部分の範囲および認定理由 

個人情報・事案内容・監督業務への支障等の判断根拠 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求について 

本件開示請求は、法４条１項に基づき、令和７年１１月１２日付けで、

処分庁に対して、本件対象文書の開示を求めたものである。 

これを受けて、処分庁は、令和７年１１月２０日付け国近整総情第２９

７２号により、本件対象文書の存在の有無を明らかにすることは、法５条

２号イに該当するため、法８条の規定により、その存否を明らかにしない

で、不開示とする決定（原処分）を行った。 

これに対し、審査請求人は、令和７年１２月８日付けで、国土交通大臣

（諮問庁）に対し、本件審査請求を提起した。 

２ 審査請求人の主張について 
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審査請求人が主張する本件審査請求の趣旨等は、審査請求書の記載によ

ると上記第２の２のとおりである。 

３ 宅地建物取引業者への指導監督について 

宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号。以下「宅建業法」とい

う。）は、宅地建物取引業を営むにあたり国土交通大臣又は都道府県知事

による免許制とし、その宅地建物取引業者（以下「宅建業者」という。）

に対して取引等における規制をかけることによって、業務の適正な運営と

取引の公正を確保しようとする業務規制法である。 

業務規制の実効性の確保として、宅建業法違反行為・不適正行為がある

宅建業者に対し、必要な監督処分（業務停止並びに指示）又は指導等をす

ることができるとされており（宅建業法６５条及び７１条）、また、免許

の基準に該当しなくなった場合等はその免許を取り消さなければならない

とされている（宅建業法６６条１項）。 

一定の欠格要件に該当することにより免許を取り消さなければならない

場合を除き、監督処分又は指導等を行うことについては、免許行政庁が宅

建業法違反か否かを判断のうえ実施するものであり、最終的には免許行政

庁の裁量によるものである。なお、免許取消及び業務停止処分を行った場

合は、官報に公告するとともに、指示を含めた監督処分をホームページで

公表している（宅建業法７０条、「宅地建物取引業者の違反行為に対する

監督処分の基準（最終改正平成２３年１０月２６日）」。） 

すなわち、宅建業法では業務規制の実効性の確保として、指示を含めた

監督処分を実施し、公告・公表することで一般に広く知らせ、取引の関係

者等に周知しその保護を図り取引の安全に資するとともに、宅建業者にと

っては社会的信用に打撃が加わることもあり、他の宅建業者に対しても違

反行為を予防・抑制しようとする意識の向上につながることで、業務の適

正な運営と取引の公正を確保しようとするものである。 

一方、免許行政庁が宅建業法上の違反疑義等の確認のため、宅建業者か

ら報告を受けたことや、監督処分に至らない行政指導が行われていたとい

う事実の有無を明らかにすることは、一般に公表している宅建業法違反に

係る監督処分の状況と異なり、当該報告をもって監督処分の実施が確定す

るものではなく、また、行政指導は事業者の任意性を尊重して行うもので

あるため、公表になじまず、宅建業法上、公表することを義務づけた規定

もない。 

 ４ 原処分に対する諮問庁の考え方 

（１）本件開示請求について 

本件開示請求は、本件対象文書の開示を求めるものである。 

なお、本件開示請求の【請求の内容】によれば、開示請求者は名指し

された特定法人の元従業員とされる特定個人について、複数の事業者に
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おいて不正行為を繰り返していること、特定法人在籍時にも不正行為を

行っていたことが確認されており特定法人の対応が実質的に不正の隠蔽

であること、開示請求者の法人における事件発覚後も逃亡し、以降も同

様の詐欺を他で繰り返し行われていたようであることなどを主張する。 

これに対し、処分庁は、本件対象文書の存否を答えるだけで法５条２

号イに該当する不開示情報を開示することとなるとして、法８条の規定

により、その存否を明らかにしないで開示請求を拒否する原処分を行っ

た。審査請求人は上記２記載のとおり不開示とした文書の開示を求めて

いることから、以下、原処分の妥当性について検討する。 

（２）原処分の妥当性について 

ア 本件対象文書１について 

本件対象文書１は、本件開示請求で名指しされた特定法人に対し、

本件従業員とされる特定個人の不正行為に関して、処分庁が受領し

た報告文書とあるが、情報公開請求書の記載から斟酌するに、処分

庁が特定法人から受領した特定個人の不正行為に関する報告文書で

あると考えられる。 

本件対象文書１の存否を明らかにすることは、本件従業員とされる

特定個人が特定法人において、宅建業法に抵触して不正行為を行っ

たという事実の有無又はその嫌疑が生じたという事実の有無（以下

「本件存否情報１」という。）を明らかにするものであると考えら

れる。 
特定法人については国土交通省が行った監督処分は公表されておら

ず、上記３で述べたように、本件存否情報１は公表になじまない。

本件存否情報１を明らかにした場合、特定法人に対する社会的な信

用を低下させ、取引先との関係が悪化することが予想されるなど、

特定法人の事業活動に支障を及ぼし、特定法人の権利、競争上の地

位その他正当な利益を害するおそれは否定できず、法５条２号イの

不開示情報に該当すると考えられる。また、法５条１号本文前段に

規定する個人に関する情報であって、特定の個人を識別することが

できる情報に該当し、特定個人の名誉等権利利益を害するおそれが

あると考えられ、本件対象文書１の存否を答えることは、法５条１

号の不開示情報を開示することとなる。 

なお、本件存否情報１については、人の生命、健康、生活又は財産

を保護するために何人に対しても公にすることが必要であると認め

るべき特段の事情も見当たらない。 

原処分においては、本件対象文書１に関する不開示とした理由につ

いて、本件存否情報１が法５条２号イに該当すると判断したところ、

本件諮問において上記のとおり法５条１号にも該当することとし、
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改めて不開示を維持する。 

イ 本件対象文書２について 

本件対象文書２は、本件開示請求で名指しされた特定法人に対する

行政処分の検討・実施に関し、処分庁において作成、保有している

とされた内部文書である。 

本件対象文書２の存否を明らかにすることは、当該特定法人が宅建

業法に抵触して不正行為を行ったという事実の有無又はその嫌疑が

生じたという事実の有無（以下、本項において「本件存否情報２」

という。）を明らかにするものであると考えられる。当該特定法人

については国土交通省が行った監督処分は公表されておらず、上記

３で述べたように、本件存否情報２は公表になじまない。 
本件存否情報２を明らかにした場合、処分庁が当該特定法人に対す

る行政処分の検討・実施を行っていたことが明らかになり、当該特

定法人に対する社会的な信用を低下させ、取引先との関係が悪化す

ることが予想されるなど、当該特定法人の事業活動に支障を及ぼし、

その競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるため、法

５条２号イに該当すると考えられる。 

なお、本件存否情報２については、人の生命、健康、生活又は財産

を保護するために何人に対しても公にすることが必要であると認め

るべき特段の事情も見当たらない。 

ウ 本件対象文書３について 

本件対象文書３は、本件開示請求で名指しされた特定個人の不正行

為に関して、処分庁が作成または取得した調査記録とあるが、情報

公開請求書の記載から斟酌するに、特定法人を含む宅建業者におい

て特定個人が行った不正行為について、処分庁が作成または取得し

た調査記録であると考えられる。本件対象文書３の存否を明らかに

することは、特定法人を含む宅建業者や特定個人が、宅建業法に抵

触して不正行為を行ったという事実の有無又はその嫌疑が生じたと

いう事実の有無（以下「本件存否情報３」という。）を明らかにす

るものと考えられる。 

上記（１）で記載したとおり、開示請求者は特定個人について、複

数の事業者において不正行為を繰り返していること、特定法人在籍

時にも不正行為を行っていたことが確認されており特定法人の対応

が実質的に不正の隠蔽であること、開示請求者の法人における事件

発覚後も逃亡し、以降も同様の詐欺を他で繰り返し行われていたよ

うであることなどを主張しているが、真偽は定かではない。本件存

否情報３を明らかにした場合、少なくとも開示請求書の中で特定個

人との関係を指摘されている当該特定法人については、開示請求者
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の主張の真偽が定かではない中、当該主張が事実であるかのような

憶測を呼び、当該特定法人に対する社会的な信用を低下させ、取引

先との関係が悪化することが予想されるなど、当該特定法人の事業

活動に支障を及ぼし、その競争上の地位その他正当な利益を害する

おそれがあるため、法５条２号イに該当すると考えられる。また、

法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって、特定の

個人を識別することができる情報に該当すると認められ、特定個人

の名誉等権利利益を害するおそれがあると考えられ、本件対象文書

の存否を答えることは、法５条１号の不開示情報を開示することに

なる。 

なお、本件存否情報３については、人の生命、健康、生活又は財産

を保護するために何人に対しても公にすることが必要であると認め

るべき特段の事情も見当たらない。 

原処分においては、本件対象文書３に関する不開示とした理由につ

いて、本件存否情報３が法５条２号イに該当すると判断したところ、

本件諮問において上記のとおり法５条１号にも該当することとし、

改めて不開示を維持する。 

 ５ 結論 

よって、本件審査請求については、審査請求人の主張は当たらず、原処 

分は維持されるべきである。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は、本件諮問事件について、以下のとおり、調査審議を行った。 

① 令和８年３月１６日  諮問の受理 

② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年７月９日     審議 

④ 同年８月２７日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は、本件対象文書の開示を求めるものであり、処分庁は、

その存否を答えるだけで法５条２号イに該当する不開示情報を開示するこ

ととなるとして、法８条の規定によりその存否を明らかにしないで開示請

求を拒否する原処分を行った。 

審査請求人は原処分の取消しを求めているところ、諮問庁は不開示理由

に法５条１号を追加の上、原処分を妥当としていることから、以下、本件

対象文書の存否応答拒否の妥当性について検討する。 

２ 本件対象文書の存否応答拒否の妥当性について 

（１）本件対象文書１について 

ア 諮問庁は、上記第３の４（２）アにおいて、本件開示請求は、特定
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法人とその元従業員とされる特定個人を名指しして、特定個人の不正

行為に関して受領した報告文書の開示を求めるものであり、本件対象

文書１の存否を答えることは、特定個人が特定法人において、宅建業

法に抵触して不正行為を行ったという事実の有無又はその嫌疑が生じ

たという事実の有無（本件存否情報１）を明らかにするものと考えら

れ、当該情報は、法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報で

あって、特定の個人を識別することができる情報に該当し、特定個人

の名誉等権利利益を害するおそれがある等説明する。 

イ 当審査会において、諮問書に添付された本件開示請求書を確認した

ところ、「請求の内容」欄には、特定法人と特定個人を名指しした上

で、特定個人が不正行為を行ったことを前提とした記載がなされてい

ることから、本件対象文書１の存否を答えることは、本件存否情報１

を明らかにすることと同様の結果を生じさせるものであると認められ、

上記アの諮問庁の説明は否定し難い。 

ウ 本件存否情報１は、特定個人の氏名が明記されていることから、法

５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって、特定の個人

を識別することができるものに該当すると認められる。 

当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ、諮問庁は、

個人の不正行為は公表が義務付けられているものではなく、法令の

規定により、又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定さ

れている情報に当たらない旨説明する。 

当該諮問庁の説明は是認できるものであり、当該情報については、

法５条１号ただし書イに該当するとは認められず、また、同号ただ

し書ロ及びハに該当するとすべき事情も認められない。 

エ したがって、本件対象文書１の存否を答えることは、法５条１号の

不開示情報を開示することになるため、同条２号イについて判断する

までもなく、法８条の規定により、その存否を明らかにしないで開示

請求を拒否したことは、妥当である。 

（２）本件対象文書２について 

ア 諮問庁は、上記第３の４（２）イにおいて、本件開示請求は、特定

の法人を名指しして、当該法人に対する行政処分の検討・実施に関す

る文書の開示を求めるものであり、本件対象文書２の存否を答えるこ

とは、当該法人が宅建業法に抵触して不正行為を行ったという事実の

有無又はその嫌疑が生じたという事実の有無を明らかにするものと考

えられ、当該事実の有無を明らかにした場合、処分庁が当該法人に対

し行政処分の検討・実施を行っていたことが明らかになり、当該法人

に対する社会的な信用を低下させ、取引先との関係が悪化することが

予想されるなど、当該法人の事業活動に支障を及ぼし、当該法人の権
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利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある旨説明する。 
イ 当審査会において、諮問書に添付された本件開示請求書を確認した

ところ、特定法人を名指しした上で、同法人に対する行政処分の検

討・実施に関する内部文書の開示を求めるものであることから、本件

対象文書２の存否を答えることは、近畿地方整備局が当該法人に対し

て何らかの行政処分の検討・実施を行っていたという事実の有無（以

下「本件存否情報２」という。）が開示されるのと同様の結果を生じ

させるものと認められ、これを明らかにすることにより、当該法人が

宅建業法に抵触して不正行為を行ったという事実の有無又はその嫌疑

が生じたという事実の有無を明らかにすることとなり、当該法人に対

する社会的な信用を低下させ、取引先との関係が悪化することが予想

されるなど、当該法人の事業活動に支障を及ぼし、当該法人の権利、

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある旨の上記アの諮

問庁の説明は否定し難い。 

ウ また、当審査会事務局職員をして諮問庁に対し、当該法人に対する

行政処分の検討・実施に係る情報について公表しているか確認させた

ところ、諮問庁は、宅建業者に対し、免許取消及び業務停止処分を行

った場合は、官報に公告するとともに、指示を含めた監督処分をホー

ムページで公表する一方で、処分の検討途中の情報や監督処分に至ら

ない行政指導に関する情報については、公表は義務付けられていない

という扱いであるところ、特定法人に対して監督処分を行ったとして

公表されている事案はない旨説明しており、諮問庁の上記説明は是認

できるものである。そうすると、本件存否情報２は、法５条２号イの

不開示情報に該当するものと認められる。 

エ したがって、本件対象文書２の存否を答えることは、法５条２号イ

の不開示情報を開示することになるため、法８条の規定により、本件

対象文書２の存否を明らかにしないで開示請求を拒否したことは、妥

当である。 

（３）本件対象文書３について 

ア 諮問庁は、上記第３の４（２）ウにおいて、本件開示請求は、特定

法人とその元従業員とされる特定個人を名指しして、特定個人の不正

行為に関して処分庁が作成又は取得した調査記録の開示を求めるもの

であり、本件対象文書３の存否を答えることは、特定法人を含む宅建

業者において特定個人が、宅建業法に抵触して不正行為を行ったとい

う事実の有無又はその嫌疑が生じたという事実の有無（本件存否情報

３）を明らかにするものと考えられ、当該情報は、法５条１号本文前

段に規定する個人に関する情報であって、特定の個人を識別すること

ができる情報に該当し、特定個人の名誉等権利利益を害するおそれが
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ある等説明する。 

イ 当審査会において、諮問書に添付された本件開示請求書を確認した

ところ、「請求の内容」欄には、特定法人と特定個人を名指しした上

で、特定個人が不正行為を行ったことを前提とした記載がなされてい

ることから、本件対象文書３の存否を答えることは、本件存否情報３

を明らかにすることと同様の結果を生じさせるものであると認められ、

上記アの諮問庁の説明は否定し難い。 

ウ 本件存否情報３は、特定個人の氏名が明記されていることから、法

５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって、特定の個人

を識別することができるものに該当すると認められる。 

当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ、諮問庁は、

個人の不正行為は公表が義務付けられているものではなく、法令の

規定により、又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定さ

れている情報に当たらない旨説明する。 

当該諮問庁の説明は是認できるものであり、当該情報については、

法５条１号ただし書イに該当するとは認められず、また、同号ただ

し書ロ及びハに該当するとすべき事情も認められない。 

エ したがって、本件対象文書３の存否を答えることは、法５条１号の

不開示情報を開示することになるため、同条２号イについて判断する

までもなく、法８条の規定により、その存否を明らかにしないで開示

請求を拒否したことは、妥当である。 

３ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから、本件対象文書につき、その存否を答えるだけで開示す

ることとなる情報は法５条２号イに該当するとして、その存否を明らかに

しないで開示請求を拒否した決定について、諮問庁が当該情報は同条１号

及び２号イに該当することから、その存否を明らかにしないで開示請求を

拒否すべきとしていることについては、当該情報は同条１号及び２号イに

該当すると認められるので、妥当であると判断した。 

（第５部会） 

委員 市木政昭、委員 石川千晶、委員 大江裕幸 
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別紙 本件対象文書 

本件対象文書１ 特定法人に対し、特定個人（以下「本件従業員」といいま

す。）の不正行為に関して行政庁が受領した報告文書 

本件対象文書２ 同法人に対する行政処分の検討・実施に関する内部文書 

本件対象文書３ 本件従業員に関する調査記録（行政庁が作成または取得し

たもの） 

 


